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要旨：プレキャストコンクリート工法は作業の省力化等の観点から効果的な工法として期待されているが，

一体化を行う際は打継ぎが必要である。プレキャスト部材と間詰部の打継部は耐久性上の弱点となりやすい

ため，打継界面一体性の確保，後打ちコンクリートの密実性の確保が重要となる。本試験は，再振動締固めに

着目し，PCT 桁の間詰部を対象としてコンクリートの密実性の向上と一体化効果の確認を目的に試験を行っ

た。その結果，再振動締固めによって圧縮強度や静弾性係数が向上し，微細な連行空気の減少や材料分離は

見られなかったが，打継界面の一体性を向上させる効果は小さいことが確認できた。 
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1. はじめに

近年，プレキャストコンクリート工法は構造物の高品

質化，作業の省力化の観点から効果的な工法として期待

されているが，現場にて一体化を行う必要がある。 

 このようなプレキャスト部材と間詰部の打継部は耐久

性上の弱点となりやすい。特に，橋梁床版で橋面に滞水

を生じると，間詰床版と主桁の打継界面からの漏水の発

生や，凍結防止剤を散布する地域では塩害による床版劣

化が懸念される。このため，打継界面の一体性と，後打

ちコンクリートの密実性の確保が重要となる。 

 コンクリート標準示方書では，「再振動を適切な時期に

行うと，コンクリートは再び流動性を帯びてコンクリー

ト中にできた空隙や余剰水が少なくなり，コンクリート

強度および鉄筋との付着強度の増加，沈みひび割れの防

止等に効果がある。」1）と記載されており，既往の研究 2）,3)

においても，さまざまな効果が確認されている。一方で，

不適切な再振動を行うことにより，空気量の減少に伴う，

凍結融解抵抗性の低下や，骨材の沈降による材料分離な

ども懸念される。 

 本試験は，プレキャスト PCT桁橋の間詰部を対象とし，

再振動締固めが間詰めコンクリートの品質や主桁との打

継界面の一体性に与える影響を実験的に検証した。 

 

2. 再振動実施時期判断のための予備試験 

2.1 目的 

 再振動締固めは再振動を行う時期や振動時間の管理が

非常に重要となる。再振動の時期が早すぎると過振動に

よる材料分離が生じる恐れがあり，時期が遅すぎると，

十分な締固め効果が得られない。予備試験は本試験にお

ける再振動の適切な実施時期を判断する手法の確立を目

的として実施した。 

2.2 試験方法 

 予備試験は既往の研究 4）を参考にし，コンクリートの

打ち込み・締固め直後から 10 分間隔でブリーディング

量と N式貫入試験での貫入量を測定した。 

供試体寸法は 1550mm×950mm×250mmであり，合板

型枠を用いて 2 体製作した。使用材料を表-1，コンクリ

ートの配合を表-2，に示す。試験は 20℃に温度調整した

室内にて打込みと計測を行った。 

 

表-1 予備試験コンクリート使用材料 

 

 

表-2 予備試験コンクリート配合 

 

 

（1）ブリーディング試験 

ブリーディング試験は JIS A 112 に規定されているが，

今回の配合は水セメント比が小さく，ほとんどブリーデ

ィングを生じないため，本方法では測定が困難である。

そこで以下のような試験方法を用いてブリーディング量
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の測定を行った。 

 試験方法の概念図を図-1に示す。試験ではバケツ内に

床版厚と同等の 250mm の高さにコンクリートを打ち込

み，φ12.7mmの PC 鋼より線を挿入して毛細管現象によ

り余剰水を吸い上げ，高分子吸水シートで採取し，吸水

量を質量で計測した。 

 

 
図-1 ブリーディング試験概念図 

 

（2）N 式貫入試験 

試験方法の概念図を図-2に示す。試験器具として一般

的なコンクリート用の突き棒（φ16mm，L=50cm）と塩

化ビニル製パイプ(φ25mm，L=1m）を用いた。 

試験は，鉛直にセットしたパイプ内の突き棒を 75cm自

由落下させ，突き棒の貫入量を計測した。貫入量は貫入

試験前のコンクリート表面高さからの差を基準とした。

測定はコンクリート打込み，振動締固め後，10分間隔で

貫入量が 5cmを下回るまで実施した。 

 

 

図-2 N式貫入試験概念図 

 

2.3 予備試験結果 

 荷卸し時のスランプは 13.5cm，空気量は 5.6%，コンク

リート温度は 14.0℃であった。時間経過に伴う N 式貫入

量とブリーディング量の関係を図-3に示す。供試体 1，

2 ともに N 式貫入試験の貫入量は時間経過に従って減少

した。参考文献 4）に示される再振動開始の目安である貫

入量 75～150mmは，本試験では，打込み後 1時間から 1

時間 30 分の間となった。ブリーディング量の増加率が

低下し始める変化点は約 1 時間 30 分であり，貫入量が

75mm となるタイミングに一致した。このことから，再

振動開始のタイミングは N 式貫入試験の値で判断でき，

貫入量 100mm 前後を再振動開始の目安として，75～

150mmの範囲で管理すればよいと判断した。 

 

 
（a）供試体 1 

 

（b）供試体 2 

図-3 時間経過に伴う N 式貫入量とブリーディング

量の関係 

 

3. 再振動締固め効果検証試験 

3.1 供試体作成 

試験は床版を模擬した試験体を用いて実施した。供試

体形状は図-4に示す通り 250mm×1000mm×1500mm で

あり，各水準 1 体を製作した。床版供試体の名称と実験

水準の対比を表-3に示す。打継目処理は，縞鋼板模様を

基本とし，洗い出しは凝結遅延材(ディスパライト DV)で

処理を行った。 

 

表-3 床版供試体の名称と実験水準の対比 

再振動 
打継目処理 

水湿し 吸水防止剤 洗い出し 

あり 供試体 WR 供試体 PR 供試体 RR 

なし 供試体 WN 供試体 PN 供試体 RN 

 

 

 

図-4 供試体形状図 
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供試体は実際の施工を想定して，先行打設部（プレキ

ャスト部）(f’ck =50N/mm2)を打設し，1 週間湿潤養生後，

17 日間気中養生を行った。その後，後打ちコンクリート

（間詰部）を想定した後打ち部(f’ck =30N/mm2)を打設し，

1 週間湿潤養生後，15日間気中養生を行った。気中養生

後，供試体はコア抜き，切断を行い，各試験に用いた。

先行打設部の使用材料を表-4，コンクリートの配合を表

-5に示す。後打ち部の使用材料，配合は予備試験と同じ

である。 

 

表-4 先行打設部の使用材料 

 

 

表-5 先行打設部コンクリート配合 

 

 

3.2 試験方法 

 表-6に検証試験の試験項目を示す。 

 

表-6 試験項目 

 

 

(1) 圧縮強度試験・静弾性試験 

 試験は供試体 WR，WN を対象とし，各 3 体の後打ち

部からコアを採取して，圧縮強度試験は JIS A 1108，静弾

性係数試験は JIS A 1149 に基づいて実施した。 

(2) 透水試験 

 透水試験は打継部より抜き出したコアを用いて実施し

た。打設面側のコア周囲 20～30mmにエポキシ樹脂を塗

布しシーリングした。透水試験時にはバットに台木を並

べ，コア供試体のエポキシ樹脂を塗布した打設面を浸透

面とし，赤インク 10％水溶液を張り 3日間静置した。浸

透試験状況を図-5に示す。 

 

 

図-5 供試体形状図 

 

(3) 曲げ試験 

 曲げ試験は図-4 に示す供試体から 250mm×250mm×

1000mmの梁供試体を 3体切り出し，支間 750 mm，載荷

点間 250 mm，パイ型変位計の標点間距離は 50mm とし

て静的載荷を行った。載荷位置図を図-6に示す。 

 

 

図-6 供試体載荷位置および変位計・パイゲージ取り

付け位置図 

 

(4) 気泡間隔係数試験 

 試料は供試体 RR，RN の後打ち部から採取したコアを

用いた。コアは打設面から 20mm，125mmの位置でそれ

ぞれ厚さ 10mm 程度になるように切断し，ASTM C 457

のリニアトラバース法により，気泡を測定した。 

(5) 骨材分布測定 

 試料は供試体 RR，RN の後打ち部から採取したコアを

用いた。図-7に示すように，コアの上・中・下の各区間

の側面に露出した直径 5mm以上の骨材の面積を計測し，

各区間に占める粗骨材の面積率を求めて相対評価するこ

とで材料分離に与える影響を評価した。 
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図-7 計測区間概要図 

 

3.3 試験結果 

(1) 圧縮強度と静弾性係数 

 圧縮強度と静弾性係数の測定結果を表-7に示す。圧縮

強度の平均値は供試体 WR で 42.4N/mm2，供試体 WN で

38.5N/mm2となり，圧縮強度は再振動により 10％程度向

上した。 

 また，静弾性試験においては静弾性係数の平均値は供

試体 WR が 31,733N/mm2，供試体 WN が 29,933N/mm2と

なり，再振動により静弾性係数が 8%程度向上した。 

 既往の研究でも再振動を行うことで，強度が向上する

ことが知られている 2）。よって，本試験も妥当な結果と

言える。強度向上の理由としては，再振動を行うことで，

エントラップドエアの排出によるコンクリートの密実性

の向上が考えられる。 

 

表-7 圧縮強度と静弾性係数 

 

 

(2) 透水試験 

試験結果を図-8に示す。供試体 PR，PNは透水深さが

平均で 20mm以下となり，最大でも 26mmという結果で

あった。しかし，供試体 WR，WN は透水深さが平均で

175mm，192mm，最大が 252mmとなり，コア全厚にわた

っての透水が確認された。また，供試体 RR，RN は透水

深さが平均で 65mm,88mm，最大で 192mmとなった。洗

出し処理した供試体 RR，RNは，吸水防止剤を使用した

供試体 PR，PN に比べると，透水を防止する効果は小さ

い結果となった。 

再振動の効果を見ると，供試体 WR，WN では最大透

水深さは小さくなっているが，平均値は大きい。洗出し

を行った供試体 RR，RN では平均透水深さは小さくなっ

ているが，最大値は大きい。供試体 PR，PN の透水深さ

はほぼ変わらない結果となった。このことから打継面の

透水深さに与える再振動締固めの効果は小さいと考えら

れる。 

 

 

図-8 透水試験結果 

 

(3) 曲げ試験 

 曲げ試験の結果を図-9に示す。また，各供試体の荷重

とパイ型変位計の変位の関係を図-10 に示す。荷重とパ

イ型変位計の変位の関係は，載荷初期は載荷荷重の増加

にも関わらずほとんど変位を示さず，ある荷重に達した

時点で微小な破壊音とともに打継目が開口して開口変位

が一気に増加した。その後は荷重の増加と共に開口変位

が増加する傾向を示したが，打継目の開口変位が増加す

るだけであり，最大荷重時においてもひび割れは発生せ

ず，打継目の開口以降の開口変位の増分は供試体種別に

よらず一定となった。 

 曲げ引張強度は再振動を行い，それぞれ吸水防止剤を

塗布，洗出し処理した供試体 PR，RR が大きく，次に再

振動をせず，それぞれ吸水防止剤を塗布，洗出し処理し

た供試体 PN，RN，最も小さいのは打継面を水湿しした

供試体 WR，WN の順となった。 

 曲げ試験について考察すると，供試体 PR，PN は吸水

防止剤を塗布することによって，ドライアウト現象が防

止され，接着性の向上が見られた。供試体 RR，RNは洗

出し処理を行うことで，打継面の接触面積の増加が接着

力向上につながったと考えられる。 

 再振動が打継ぎ面の接着力に与える効果について検討

すると，吸水防止剤の効果が比較的安定した値が得られ

るものと仮定すれば，セメントペーストの接着強度は再

振動により約 1.4 倍向上したことになる。同様に，供試

体 RR，RN で違いをみると，接着強度は再振動により約

1.5 倍向上したことになる。しかし，供試体 WR，WN で

は同様な傾向が見られなかった。これは，図-8の透水試

験結果において，供試体 WR，WN の打継面は明らかな

剥離傾向を示しているが，供試体切り出し前の打継面に

上 

 

中 

 

下 
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は，目視で確認できる程度の目開きが生じていた。目開

きを生じた主な要因はその状況から乾燥収縮が疑われる。

供試体 RR，RN においても，供試体中央部付近の浸透深

さは 45～36mm程度に留まっているが，再振動を実施し

た供試体 RRの方が浸透深さは大きい結果となった。 

総合的に考えると，再振動により打継界面の接着力の

向上は期待できるが，吸水防止措置が不十分な場合，乾

燥収縮による引張応力の方が接着力を上回るため， 再振

動の効果が明確に得られなかった可能性が考えられる。 

 

 

図-9 曲げ試験結果 

 

 

(a) 再振動あり供試体 

 

(b) 再振動無し供試体 

図-10 曲げ載荷試験における荷重-変位図 

 

(4) 気泡間隔係数と空気量 

気泡間隔係数試験の測定結果を表-8に示す。再振動を

実施した供試体 RR は空気量・気泡全数が減少しており，

再振動によりコンクリート中から空気が排出されたこと

が確認できる。また，気泡間隔係数は再振動を行わない

場合に対して 20～30µm程度大きくなる結果となった。 

一般に，良好な凍結融解抵抗性を得るには，気泡間隔

係数を 200～250µm 程度以下とするのがよいとされてい

る。表-8に示した気泡間隔係数を見ると，良好な凍結融

解抵抗性が得られるとされる 200～250µm の範囲に収ま

っていることから，凍結融解抵抗性に与える影響は小さ

いと考えられる。 

図-11に気泡数量分布を示す。気泡径 300µm以下の気

泡に着目すると，上面から 20mm，125mmのいずれにお

いても再振動による気泡数の低下が認められるが，再振

動による気泡数は 85％程度の低下に留まっている。この

ことから，再振動締固めにより排出される気泡は，主に

美観に影響する 500µm以上のものが多く，凍結融解抵抗

性に関係する微細な気泡の排出量は少ないと判断される。 

 

表-8 気泡間隔係数 

 
 

 

(a) 気泡径 500μm 以下 

 

(b) 気泡径 500μm 以上 

図-11 気泡数量分布 
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(5) 骨材分布 

 骨材の分布状況を図-12に，試験結果を表-9に示す。

平均粗骨材面積率に対する各測定区間の粗骨材面積率の

比は，上部，中部，下部の順におのおの，再振動を行っ

た供試体 RR が 90.5%，103.4%，105.3%であり，再振動

を行っていない供試体 RN では 90.5%，100.9%，108.2%

となっている。いずれの供試体も，粗骨材面積率は中部，

下部に比べて上部ではわずかに小さくなっているが，再

振動の有無による有意な差は認められなかった。 

 

 

（a）供試体 RR 

 

（b）供試体 RN 

図-12 骨材の分布状況 

 

表-9 粗骨材面積率 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. まとめ 

 本試験で得られた知見を以下に示す。 

1. N 式貫入試験の貫入量が 75mmとなる時期とブリー

ディング量の増加率が低下し始める時期は一致する

ことから，再振動開始のタイミングは N式貫入試験

の貫入量 100mm 前後を再振動開始の目安とし，管

理は 75～150mmの範囲で行えばよい。 

2. 再振動の実施により，再振動を行わない場合に比べ

て，圧縮強度と静弾性係数は向上する。本実験では，

平均圧縮強度で 10％程度，静弾性係数は 8%程度向

上した。 

3. 漏水防止の観点からみた再振動による打継部の接着

性の改善効果はほとんど認められない。 

4. 曲げ引張強度の観点からみると，再振動により打継

界面の接着力の向上は期待できるが，吸水防止措置

が不十分な場合，乾燥収縮による引張応力の方が接

着力を上回るため， 再振動の効果が明確に得られな

かった可能性が考えられる。 

5. 間詰コンクリートに対する再振動の実施はコンクリ

ート中の空気量を全体的に低下させるものの，凍結

融解抵抗性の確保に対して問題を生じるレベルでは

なく，微細な気泡に比べて粗大な気泡がより多く排

出されるため，腐食促進物質の透過に対する抵抗性

の確保や美観の向上という面で有効である。 

6. 今回の試験で実施したタイミングで再振動を行えば，

再振動が材料分離に与える影響はほとんどないと判

断できる。 
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